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●道内経済の動き�

●雇用の現状について�

●外国人観光客受入れ態勢の現状と課題�
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最近の道内景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、概ね横ばい圏内で推移してい

る。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、建築基準法改正の影響から大幅に減少している。個人消費は、秋物商品は不振

だったが、総じて横ばいで推移している。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分

上向いている。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるものの、横

ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに落ち着いている。
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①個人消費

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．０％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．７％）は、飲食料品な

どが減少し、３ヶ月連続で前年を下回った。

スーパー（同▲２．７％）は、衣料品や身の回

り品などが減少し、３ヶ月連続で前年を下回

った。

コンビニエンスストア（同▲３．２％）は、

２ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

９月の新設住宅着工戸数は、２，７１０戸（前

年比▲４２．２％）となった。建築基準法改正の

影響もあり持家（同▲２３．１％）、貸家（同

▲５１．１％）および分譲（同▲４７．７％）の全て

が減少し、前年を下回った。

４～９月の着工戸数累計では、２４，９３７戸

（前年同期比▲１４．１％）となり、前年を下回

っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

９月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業や窯業・土石製品

工業などが減少したものの、電気機械工業な

どが増加した。

前月比では＋１．７％、前年比では＋１．０％と

それぞれ２ヶ月連続で増加した。

④公共投資

９月の公共工事請負金額は、７３７億円（前

年比▲１８．８％）と２ヶ月連続で減少した。

４～９月の累計では請負金額６，２０５億円

（前年同期比▲１１．３％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢

９月の有効求人倍率（全数）は０．５７倍とな

り、前月比では０．０３ポイントの低下、前年比

では０．０４ポイントの低下となった。

また、新規求人数は情報通信業や輸送用機

械器具製造業などは増加したが、卸売・小売

業や建設業などの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／００１～００３　道内経済の動き  2007.11.19 18.54.05  Page 



航空機� ＪＲ� フェリー� 前年比（右目盛）�

千人� ％�

-8

-2

-4

-6

4

2

0

6

10

8

906/9 8543219/1121110 6 7

1,200

1,000

800

600

400

200

0

1,600

1,400

（資料：�北海道観光連盟）

来道客数
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⑥来道客数

９月の来道客数は、１，２９９千人（前年比

▲０．７％）と６ヶ月連続で前年を下回った。

４～９月の累計来道客数は、７，０３２千人

（前年同期比▲２．２％）と前年を下回った。

⑦貿易動向

９月の道内貿易額は、輸出が前年比６２．６％

増の４２７億円、輸入が同２．９％増の１，１５２億円

となった。

輸出は、鉄鋼や一般機械などが増加し、１０

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は原油・粗油や石炭などが増加し、２

ヶ月振りで前年を上回った。

⑧倒産動向

１０月の企業倒産は、件数は４７件（前年比

▲９．６％）と前年を下回り、負債総額は１２２億

円（同▲８９．４％）と大幅に減少した。

業種別では、建設業が１２件と最も多く、続

いて小売業（１１件）、サービス・他（９件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．雇用の現状

従業員の過不足感については、多くの

業種で不足感がみられる。職種別で不足

感がみられるのは、即戦力となる営業販

売職および技能職である。また情報機器

の習熟者の不足感も全業種で根強い。地

域別では道南で過剰感が強いが、札幌

市、道央では不足感が強い。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針は、「増員する」企業

（１８％）から「減員する」企業（１２％）

を差し引いたDIはプラス６となった。

前年同時期に比べ４ポイント低下したも

のの、人員確保の動きが続いている。ま

た来年度の新規採用計画は、採用企業が

４ポイント増加し、雇用情勢には幾分改

善がみられる。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成１９年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」－「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４９０ １００．０％
札幌市 １７６ ３５．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１１ ２２．７
道 南 ４４ ９．０ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７４ １５．１ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８５ １７．３ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４９０ ６１．３％
製 造 業 ２２０ １３３ ６０．５
食 料 品 ７５ ４４ ５８．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ２９ ５８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３８ ６３．３
非 製 造 業 ５８０ ３５７ ６１．６
建 設 業 １８０ １１９ ６６．１
卸 売 業 １００ ７０ ７０．０
小 売 業 １２０ ６５ ５４．２
運 輸 業 ７０ ３８ ５４．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２０ ６６．７
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

特別調査

人員確保の動き続く
雇用の現状について

要 約

調 査 要 項
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特別調査
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1 ２雇用の現状

道内企業に従業員の過不足感を聞いた。「適

正」とみる企業（５６％）は５割台半ばとなっ

た。一方、「不足」とみる企業（２５％）は

「過剰」とみる企業（１９％）を上回り雇用人

員判断DIはマイナス６（「過剰」－「不足」）

となった。また前年同時期の調査（△８）に

比べDIは２ポイント上昇したものの、従業

員の不足感が続いている。

製造業（△８）、非製造業（△５）とも不

足感がみられるが、項目別には以下のとおり

である。

Ａ．業種別では、木材・木製品製造業、建設

業（ともに＋４）で過剰感がみられたもの

の、食料品製造業（△２５）、小売業（△１１）

など１０業種中７業種で不足感がみられた。

Ｂ．男女別では、男性、女性（ともに△６）

は前年同時期に比べわずかに不足感が和らい

だ。

Ｃ．職種別では、営業販売職（△２１）および

技能職（△１６）など即戦力となる人材は不足

感が強い。一方、一般事務職（＋４）には幾

分過剰感がみられる。

Ｄ．パソコンなどの情報機器を使いこなせる

従業員の過不足感は、「適正」とみる企業

（６８％）が７割弱を占めた。しかし「過剰」

とみる企業（１％）は極めて少数で、「不足」

とみる企業（３１％）が３割強となった。雇用

人員判断DI（△３０）は全業種で大幅なマイナ

スとなり、情報機器の習熟者が幅広く求めら

れている。特に製造業（△３５）では、前年に

比べ４業種全てで不足感が強くなっている。

Ｅ．地域別には道南（＋１７）で過剰感が強い

が、札幌市（△１１）、道央（△１２）では不足

感が強い。

今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針では前年同時期に比べ人員

確保の勢いは弱まったものの、増員の動きに

変わりはない。また来年度の新規採用計画

は、採用企業が増加し雇用情勢には幾分改善

がみられる。

（１）今後の雇用方針

従業員の不足感がみられる中で、道内企業

に今後の雇用方針を聞いた。「増員する」企業

（１８％）から「減員する」企業（１２％）を差

し引いたDIはプラス６となり、前年同時期

調査（＋１０）に比べ４ポイント低下したもの

の、人員確保の動きが続いている。

業種別にDIをみると、木材・木製品製造

業、建設業で減員志向にあるものの、食料品

製造業、運輸業などが従業員の不足感を反映

し二桁のプラスとなるなど、１０業種中７業種

で増員志向にある。

（２－１）人員増員の理由（複数回答）

上記の「今後の雇用方針」で「人員を増加

する」とした企業（１８％、８８社）に、その理

由を聞いた。

「将来の人手不足への備え」とした企業

（５６％）が５割台半ばで、第１位に挙げられ

た。続く「既存事業の拡大・強化」とした企

業（４８％）は５割弱に達したほか、「売上増

加傾向」とした企業（２５％）が４分の１とな

った。

（２－２）人員増員分の雇用形態（複数回答）

人員増員分の雇用形態を聞いた。

「正社員」とした企業（９７％）は大多数を

占めた。続く「パート・アルバイト」とした
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企業（３１％）は３割強、「派遣社員」とした

企業（１１％）は１割強となった。

（３－１）人員減員の理由（複数回答）

上記の「今後の雇用方針」で「人員を減少

する」とした企業（１２％、５９社）に、その理

由を聞いた。

「売上減少傾向」（５８％）が６割弱となり、

第１位に挙げられた。続く「合理化・効率

化」（５３％）は５割強に達したほか、退職者の

増加（自然減）（２４％）は２割台半ばとなっ

た。

（３－２）人員減員分の雇用形態（複数回答）

人員減員分の雇用形態を聞いた。

「正社員」とした企業（８３％）は８割を超

えた。続く「パート・アルバイト」とした企

業（３０％）は３割、「派遣社員」とした企業

（５％）は少数となった。

（４）来年度の新規採用計画

来年度の新規採用計画については、「採用

する」企業（３２％）は前年同時期に比べて４

ポイント増加した。

採用する企業の内訳は今年度に比べ「多く

採用する」企業が８％、「ほぼ同数採用す

る」企業が１９％、「少なく採用する」企業は

５％となった。一方、「採用しない」企業

（４４％）は４割台半ばを占めた。

相対的に採用する比率が高いのは、ホテル

・旅館業（５０％）、鉄鋼・金属製品・機械製

造業（４０％）などである。

〈参考〉来年度の新規採用計画企業の推移
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＜図1＞従業員の過不足感�
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〈表１〉従業員の過不足感
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １９ １６ ９ １８ １８ ２１ ２０ ２６ １７ １６ １１ ３０ ２０

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （１９）（１６）（９）（１８）（１８）（２１）（２０）（２６）（１７）（１６）（１１）（３０）（２０）

適 正 で あ る ５６ ６０ ５７ ６８ ６１ ５８ ５５ ５２ ６２ ５７ ６６ ３０ ４７

不 足 ２５ ２４ ３４ １４ ２１ ２１ ２５ ２２ ２１ ２７ ２３ ４０ ３３

（や や 不 足） （２３）（２３）（３２）（１４）（２１）（２１）（２３）（２１）（２０）（２７）（１５）（３０）（３１）

（か な り 不 足） （２）（１）（２）（－）（－）（－）（２）（１）（１）（－）（８）（１０）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI △６ △８ △２５ ４ △３ ０ △５ ４ △４ △１１ △１２ △１０ △１３

昨年同時期の雇用人員判断DI △８ △１０ △１８ ０ △６ △１０ △６ △１ ７ △１２ △２３ △２４ △１７
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〈表３〉職種別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他

過 剰 １３ ８ １４ １０

（かなり過剰） （０） （０） （１） （－）

（や や 過 剰） （１３） （８） （１３） （１０）

適 正 で あ る ７８ ６３ ５６ ８２

不 足 ９ ２９ ３０ ８

（や や 不 足） （８） （２８） （２９） （７）

（かなり不足） （１） （１） （１） （１）

雇用人員判断DI ４ △２１ △１６ ２

昨年同時期の雇用人員判断DI １ △１８ △２１ ５

〈表２〉男女別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 １９ １１

（かなり過剰） （０） （－）

（や や 過 剰） （１９） （１１）

適 正 で あ る ５６ ７２

不 足 ２５ １７

（や や 不 足） （２４） （１６）

（かなり不足） （１） （１）

雇用人員判断DI △６ △６

昨年同時期の雇用人員判断DI △７ △９

〈表４〉情報機器の習熟者
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １ － － － － － １ ２ － ２ ３ － －

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（２）（－）（２）（３）（－）（－）

適 正 で あ る ６８ ６５ ５８ ５７ ８２ ６３ ７０ ８２ ６２ ６０ ６５ ７０ ６５

不 足 ３１ ３５ ４２ ４３ １８ ３７ ２９ １６ ３８ ３８ ３２ ３０ ３５

（や や 不 足） （２９）（３３）（３７）（４３）（１８）（３４）（２７）（１５）（３４）（３６）（３２）（２５）（３１）

（か な り 不 足） （２）（２）（５）（－）（－）（３）（２）（１）（４）（２）（－）（５）（４）

雇 用 人 員 判 断 DI △３０ △３５ △４２ △４３ △１８ △３７ △２８ △１４ △３８ △３６ △２９ △３０ △３５

昨年同時期の雇用人員判断DI △３０ △２８ △３６ △３８ △１１ △２９ △３０ △１２ △３４ △４６ △３９ △３８ △３９

〈表５〉地域別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

過 剰 １６ １７ ３０ ２２ ２０

（かなり過剰） （－） （－） （－） （－） （－）

（や や 過 剰） （１６） （１７） （３０） （２２） （２０）

適 正 ５７ ５４ ５７ ５６ ５５

不 足 ２７ ２９ １３ ２２ ２５

（や や 不 足） （２５） （２８） （１１） （１９） （２４）

（かなり不足） （２） （１） （２） （３） （１）

雇用人員判断DI △１１ △１２ １７ ０ △５

昨年同時期の雇用人員判断DI △８ △１０ １５ △４ △５
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〈表６〉今後の雇用方針
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する １８ ２１ ２５ １４ １７ ２４ １７ １６ １３ １６ １４ ２０ ２９

�現状維持する ７０ ６８ ６８ ６８ ７６ ６３ ７０ ６５ ８０ ７３ ８３ ６０ ６０

�人員を削減する １２ １１ ７ １８ ７ １３ １３ １９ ７ １１ ３ ２０ １１

雇用人員判断DI ６ １０ １８ △４ １０ １１ ４ △３ ６ ５ １１ ０ １８

昨年同時期の雇用人員判断DI １０ １６ ２８ ０ ２８ ３ ７ １ ３ ８ １３ ２０ ２１

〈表７‐１〉人員増員の理由（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

将来の人手不足への備え ５６ ４６ ４６ ６７ ６０ ３３ ６０ ８４ ６７ ２０ ６０ ２５ ６２

既存事業の拡大・強化 ４８ ４３ ６４ ６７ ４０ １１ ５０ ２１ ５６ ８０ ６０ ５０ ６２

売上増加傾向 ２５ ４３ ６４ － ４０ ３３ １７ １１ １１ － ６０ ５０ １５

新規事業参入 １０ １１ １８ ３３ － － １０ － ２２ ２０ － － １５

その他 １０ １４ － － ２０ ３３ ８ １６ － １０ － － ８

〈表７‐２〉増員分の雇用形態（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ９７ ９６ ９１ １００ １００ １００ ９７ １００ １００ ８９ １００ ７５ １００

�パート・アルバイト ３１ ３２ ６４ － － ２２ ３１ １１ ２２ ５６ ４０ １００ ２５

�派遣社員 １１ １４ ９ － ４０ １１ ９ １６ － － － ２５ ８
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〈表９〉来年度の新規採用計画
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ３２ ３５ ３４ ２３ ４０ ３９ ３１ ３１ ３２ ３３ １０ ５０ ３３

（多く採用する） （８）（７）（９）（５）（４）（８）（８）（１２）（９）（３）（－）（２０）（５）

（ほ ぼ 同 数） （１９）（１８）（１６）（９）（２９）（１８）（１９）（１６）（１６）（２８）（５）（２５）（２６）

（少 な く 採 用） （５）（１０）（９）（９）（７）（１３）（４）（３）（７）（２）（５）（５）（２）

採 用 し な い ４４ ４２ ３９ ５０ ４３ ４０ ４５ ４７ ４５ ４１ ５７ ３０ ４０

未 定 ２４ ２３ ２７ ２７ １７ ２１ ２４ ２２ ２３ ２６ ３３ ２０ ２７

昨年同時期の採用する企業 ２８ ２８ ３２ １７ ３１ ２８ ２８ ２１ ３２ ３１ １６ ４３ ３６

〈表８‐１〉人員減員の理由（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

売上減少傾向 ５８ ７１ ６７ １００ ５０ ６０ ５３ ６５ ２０ ２９ － ７５ ６０

合理化・効率化 ５３ ６４ ３３ ２５ １００ １００ ４９ ３９ ６０ ７１ １００ ２５ ６０

退職者の増加（自然減） ２４ １４ ３３ － － ２０ ２７ ３５ ４０ １４ － － －

事業縮小 １０ ７ ３３ － － － １１ １３ － ２９ － － －

その他 － － － － － － － － － － － － －

〈表８‐２〉減員分の雇用形態（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

正社員 ８３ ８６ １００ ７５ ５０ １００ ８１ ９１ ７５ ５７ １００ ７５ ８０

パート・アルバイト ３０ ２９ ３３ ２５ ５０ ２０ ３０ １８ ２５ ５７ － ７５ ２０

派遣社員 ５ － － － － － ７ ５ ２５ － － ２５ －

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／００４～０１０　特別調査  2007.11.20 13.51.07  Page 10 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

今回の調査結果では、業種や職種、地域によって差はありますが、雇用環境には幾分明る

さがみられました。団塊世代の退職が始まったこともあり、即戦力となる技術者や営業職を

雇用しようとする企業が目立ちました。来春の新規採用実施企業も増加し、長期的視点から

人材育成に力を入れようとしています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜農産品加工業＞ 技術系、IT系の知識を

持った人材が特に不足しているが、過疎地の

ため希望に見合う人材がなかなか見つからな

い。

●＜かまぼこ製造業＞ 大手スーパーの進出

により、中・小スーパーが合併や廃業するな

ど納品先が減少している。よほどのことがな

い限り従業員の増員はない。

●＜食肉加工業＞ 繁忙期、生産量等に応じ

た適時適切な人員配置、および時間外労働の

削減に努力している。

●＜水産加工業＞ 新規採用は教育時間と費

用がかかる。また社風に馴染む前に退職する

など、会社への忠誠心が不足している。

●＜水産加工業＞ 道東での雇用確保は年々

難しくなっている。また３０～４０代が極端に少

なく、外国人労働者でカバーしている。

●＜豆腐製造業＞ 条件面、知名度の低さに

より募集しても良い人材の応募はない。職業

安定所、就職情報誌以外の募集方法を検討す

る。また経営全般を見ることができる人材が

いない。

●＜食料品製造業＞ 定年退職による経費減

少分の予算を技術改良への投資に向ける。新

商品開発に必要な技術者の確保を優先させ

る。

●＜建具製造業＞ 熟練技術者は少し多い

が、５年、１０年と長い年月がかかる技術の習

得や、高齢化、病気などによる欠員を考える

と人を育てなければならない。大変な負担に

なるが企業の永続を考えると欠かせず、状況

をみながら若い人を育てる。

●＜産業機械製造業＞ 営業・技術者の退職

により、新規顧客を開拓するには人手不足で

ある。ノウハウ継承のためにも有能な若手社

員の獲得が不可欠であり、新規採用をする。

●＜鉄鋼品製造業＞ 定年退職者と同数程度

の新卒者および転職者を採用している。技術

継承に相当の年数がかかる上に、安全等の教

育にも大変なコストがかかる。

●＜鉄鋼品製造業＞ 現状維持を基本とし、

繁忙期には外注により対処する。

●＜生コンクリート製造業＞ 売上の多かっ

た時期に採用した正社員が、今は重荷であ

る。正社員を減らしてパート等に切り替えた

い。

経営のポイント

求められる即戦力の技術者と営業職
〈企業の生の声〉

― １１ ―
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●＜製本業＞ 繁忙期を乗り切るために雇用

を確保すると、夏の暇な時期に人員過剰とな

る。

●＜建築業＞ 団塊世代の役員クラスが退職

を迎えている。人事の若返りを図りバランス

の良い人材配置をするためにも、若手技術者

の採用が必要である。技術力の優劣で勝負が

決まるため人材への投資に注力する。

●＜型枠工事業＞ 冬の工事量確保は難し

く、道外とくに関東方面の業者との関係を密

にして冬期間の雇用を確保する。公共工事が

繁忙期ではなく民間工事の減少する時期にあ

れば、通年雇用も積極的に考えることができ

る。

●＜土木工事業＞ これまでは売上高の減少

と社員の自然減（定年退職、自主退職）が比

較的バランスがとれていた。しかし今後は社

内の高齢化が進むため、技術者の養成や若返

り等の観点から採用を考慮する。

●＜ハウスメーカー＞ 大企業の大量採用に

より新規学卒者の人員確保が難しい。

●＜建設業＞ 管理職クラスの高齢化が進ん

でいるが、次世代がなかなか育たない。中途

採用を試みるも定着率が悪く、年齢層のバラ

ンスの悪さを解消できない。

●＜土木建設業＞ 建設業に必要な広い技術

をもつ社員が少ないので、季節従業員を含め

教育する必要がある。今後は技術向上を目指

す研修会の開催や他機関の研修会へも参加さ

せる。

●＜土木建設業＞ 近年、採用を控えてきた

結果、高齢化が進み年齢別構成はキノコ型に

なっている。建設技術者の若手中堅社員を募

集しても応募がない。

●＜建設業＞ 建設業は一定期間に受注が集

中するため、現場作業員は通年雇用ではなく

季節雇用としている。１年を通じて安定した

工事受注があれば通年雇用も可能だが、現状

では厳しい。技術職員も同じ状況にある。

●＜生鮮食料品卸売業＞ 新卒者よりも即戦

力となる２０代後半の人材が必要である。定年

延長を進めているが、若手採用の障害となっ

ている。

●＜水産物卸売業＞ 業種柄、出勤時間は朝

早く大変である。若者を受入れるには休暇等

をある程度一般企業に近づけた体制作りが必

要である。燃料手当など最小限の手当ての充

実を図る。

●＜電材卸売業＞ 人員は適正であるが、高

齢化が進み中間層が不足気味である。再雇用

を含め人員配置を検討する。

●＜自動車販売業＞ ここ１、２年で急激に

売り手市場に変わった。大学卒営業職の採用

に力を入れているが応募者数が減少している。

●＜農産品卸売業＞ IT機器の普及などに伴

い事務職は少人数で対応できるが、営業職の

人材不足が大きな課題である。会社が地方に

あるため、即戦力の人材雇用は皆無にひとし

く、時間をかけて育てるしかない。都市部と

の格差を感じる。

経営のポイント

― １２ ―
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●＜家具店＞ 従業員数は最少人数である

が、長年従事しているので仕事の効率は極め

て高い。若い従業員がいれば客層も若返るだ

が、その点が多少気掛かりである。

●＜寝具店＞ 人口の減少が激しく今後の売

上増加は非常に難しい。将来に備えて若い人

を雇わなければ企業の存続ができなくなる

が、現状維持がやっとである。

●＜コンビニエンスストア＞ 学生のアルバ

イトが主力となっているが労働条件、特に時

給面において居酒屋など他業種より見劣りす

るため確保が難しい。

●＜コンビニエンスストア＞ ゴミの分別や

廃棄など手間と高い処理代がかかっているわ

りに売上が伸びない。電子マネー取扱い方法

の説明なども時間がかかる。

●＜コンビニエンスストア＞ 業務内容がよ

り高度化しており、専門的知識を有した学生

の採用を積極的に行いたい。メーカー（技術

系）や、金融業界が採用人数を大幅に増やし

ており、その影響を少なからず受けている。

●＜土産品店＞ 人件費の削減を図るため、

正社員の採用を抑えパート・アルバイト化を

進めてきたが、定年退職者の補充と事業拡大

に備え若手の増員を予定している。

●＜雑貨運輸業＞ 業績不振の中、現在の従

業員を守るのが精一杯であり増員の予定はな

い。

●＜観光ホテル＞ なり手が少ない上に高齢

化が著しく、定年後の勤務継続も難しい。観

光条件に恵まれた地域であるがゆえに過疎地

域で、雇用条件としては最低である。

●＜自動車整備業＞ 高齢化が進み特にここ

数年で大量に退職する。地味ではあるが今後

もユーザーとの接触、接点作りに集中した

い。

●＜仕出し料理店＞ パートの社会保険料と

厚生年金保険料を負担しているので定着率が

高い。

●＜信販会社＞ 一般事務員は不足傾向にあ

るが、雇用する余裕はなく合理化を進める。

管理職層の希望退職等も早期に実施したい。

●＜ソフトウェア開発＞ 技術者養成にかか

る期間（３年程度）の教育費用は中小企業と

してはかなり重い。近年は転職しやすい環境

になっており、教育における投資が報われる

かは不透明であるが、新規採用は継続しなけ

ればならない。

経営のポイント

― １３ ―
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北海道の主要産業である観光産業の活性化のため、増加が見込まれる外国人観光客の受入れ態

勢について、道内宿泊施設にアンケート調査を実施し、課題を分析した。

●調査要領

・調査の対象

道内宿泊施設 ４１２施設

回答施設数 １８６施設（回答率４５．１％）

・調査方法

アンケート調査票を郵送配布し、郵送により直接回収。

・調査時期

平成１９年７月～８月

●回答者データ

施設数 ％

旅館 ４６ ２４．７

温泉ホテル ３０ １６．１

リゾートホテル ２６ １４．０

ビジネスホテル ４３ ２３．１

シティホテル ３５ １８．８

その他 ６ ３．２

計 １８６ １００．０

施設数 ％

札 幌 市 ４４ ２３．７

道 央 ４２ ２２．６

道 南 ２２ １１．８

道 北 ３０ １６．１

道 東 ４８ ２５．８

計 １８６ １００．０

施設数 ％

１～４９ ４３ ２３．１

５０～９９ ４５ ２４．２

１００～１４９ ３３ １７．７

１５０～１９９ ２５ １３．４

２００～２４９ １２ ６．５

２５０～２９９ ９ ４．８

３００～３４９ ５ ２．７

３５０以上 １２ ６．５

不明 ２ １．１

計 １８６ １００．０

施設数 ％

１～４９ ６ ３．２

５０～９９ １６ ８．６

１００～１９９ ５６ ３０．１

２００～２９９ ３４ １８．３

３００～４９９ ２１ １１．３

５００～９９９ ３３ １７．７

１０００～ ９ ４．８

不明 １１ ５．９

計 １８６ １００．０

レポート

外国人観光客受入れ態勢の現状と課題

施設別 地域別

客室数（室） 宿泊可能客数（人）
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レポート

― １５ ―

概 要

外国人観光客を受入れている施設は約９割に達している。ただし、受入れ態勢は不十分で

ある。英語（５１．６％）のできる社員のいる施設は約半数程度にとどまっているほか、中国語

（１６．７％）、韓国語（９．１％）のできる社員も少ない。また、パンフレットや館内案内など、

外国語表示の充実も望まれる。

今後、アジア諸国の経済発展により中国本土をはじめ、台湾、韓国などから観光客のさら

なる増加が見込まれるが、地域が一体となって社員教育や案内表示の統一など、外国人観光

客の受入れ態勢を強化すべきと考える。

・宿泊施設の約９割が外国人観光客を受入れており、重要な顧客となっている。

・受入れている国は、「台湾」、「香港」、「韓国」が各７割程度。「中国（本土）」は６割。客単価は

日本人よりやや低いが、端境期での入込みを期待する施設もあった。

・外国人向けに実施している設備・サービスは、「宿泊約款（英語）」（６４．５％）、「案内表示（英

語）」（４７．８％）、「パンフレット（英語）」（３４．９％）が上位。

・中国語と韓国語の対応は遅れている。「パンフレット」でも中国語（繁体字）が１０．２％、中国語

（簡体字）が８．１％、韓国語は１８．３％に過ぎない。これらの言語の「案内表示」は全て１０％以下

であり、「料理メニューの表示」および「外国TVの放映」は５％に満たない。外国人観光客を

受入れる最低限の準備として「パンフレット」、「案内表示」および「宿泊約款」については、

受入れの多い国の母国語で必要であろう。

・外国語のできる社員が「いる」施設が５７．０％。言語別では、「英語」が５１．６％と過半数を超え

たが、「中国語」（１６．７％）と「韓国語」（９．１％）は少ない。「英語」では日本人社員の割合が高

い。一方、「中国語」と「韓国語」では外国人社員と外国人研修生の割合が高くなっている。

外国人を採用することも良いことだが、誰もがおもてなしができるようになるには日本人社員

に外国語を学ばせることも重要である。

・今後、特に積極的に受入れたい国は、トップが「韓国」（２９．９％）。わずかの差で「中国（本

土）」・「台湾」（各２６．９％）、「香港」（２４．０％）と続く。「オーストラリア」は１７．４％。

・北海道観光連盟や商工会議所１などで語学や外国人観光客向けの接遇の研修を行っているが、

外部での研修に参加しているのは１３．４％にすぎなかった。積極的な参加が望まれる。

１北海道観光連盟～Ｈ１９．３．７「外国人観光客受入研修会」実施
札幌商工会議所～中国語研修など
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レポート

― １６ ―

●外国人宿泊客の受入れ状況

～９割が外国人を受入れ

既に「外国人宿泊客を受入れている施設」は、約９

割（１６７施設）であった。一方、「受入れていないし、

今後も受入れの計画が無い施設」は１２施設（６．５％）

と少数である。

施設種類別でみると、「受入れていないし、今後も

受入れの計画が無い施設」と回答した１２施設のうち１０

施設が「旅館」であった。

受入れていない施設は、「外国語対応が出来ない」

（９施設）と「施設が外国人向けではない」（７施設）

を過半数の施設が理由（複数回答）としている。ソフ

ト、ハードともに対応できない施設は外国人を受け入

れていない。

●受入れている国～台湾が７６．６％

外国人宿泊客の国別受入れ状況では、

台湾（７６．６％）が最も多く、続いて香港

（７０．１％）、韓国（６８．３％）の順となっ

た。中国（本土）（５７．５％）も６割近くの

施設で受入れていた。

●年間宿泊人数（延べ人数）～１施設の平均年４千人

平成１８年度の各施設における外国人宿泊

人数は「１～９９人」が２２．０％と最も多く、

続いて「１００～２９９人」が１９．５％となり、外

国人宿泊客がまだ少ない施設が多い。一

方、年間５万人以上を受け入れている施設

があるなど「１０，０００人以上」の施設が

１１．９％となっており、積極的に受入れてい

る施設も相応にある。

平均すると１施設あたり４，０００人程度の

年間宿泊者数であった。

施設数 ％

外国語対応ができない ９ ７５．０

施設が外国人向けではない ７ ５８．３

日本人との習慣の相違 ３ ２５．０

客単価が低い ２ １６．７

精算方法等に不安がある １ ８．３

その他 ３ ２５．０

図表１ 外国人宿泊客の受入状況

図表２ 外国人宿泊客を受入れない理由（複数回答）

図表３ 受入れている国（複数回答）

図表４ 年間宿泊者数（Ｈ１８年度）

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／０１４～０２０　レポート  2007.11.20 14.12.10  Page 16 



レポート

― １７ ―

～１，０００円 １１．８

１，００１円～２，０００円 ２９．４

２，００１円～３，０００円 ３３．３

３，００１円～４，０００円 １７．６

４，００１円～５，０００円 ７．８

５，００１円～ ０．０

計 １００．０

～１，０００円 ２３．１

１，００１円～２，０００円 ３０．８

２，００１円～３，０００円 ２３．１

３，００１円～４，０００円 ２３．１

４，００１円～５，０００円 ０．０

５，００１円～ ０．０

計 １００．０

図表６ （日本人が高い場合の）客単価の差
（単位：％）

図表７ （外国人が高い場合の）客単価の差
（単位：％）

●客単価の違い～外国人はやや低い

日本人と外国人との客単価（宿泊費＋飲食費）の違いに

ついては、「同じくらい」が最も多く６１．２％、「日本人が高

い」施設が３０．９％に対して「外国人が高い」施設は７．９％

にすぎない。外国人観光客は旅行会社経由での申し込みが

多いことが、外国人が低い理由のひとつと思われる。

客単価の差は、日本人が高い施設では「１，００１～２，０００

円」（２９．４％）と「２，００１～３，０００円」（３３．３％）で６割を占めていた。一方、外国人の方が高い施設

では回答は分散されており、施設によって対応は様々である。

●外国人向けの設備・サービス

～英語も不十分、他はまだまだ

外国人向けに実施している設備・サービスに

ついて、既に実施している割合が２０％を超えて

いるのは、英語での「宿泊約款」（６４．５％）、「案

内表示」（４７．８％）、「パンフレット」（３４．９％）、

「料理メニューの表示」（２４．７％）だけである。

「パンフレット」も中国語や韓国語で作成し

ている施設は少数である。また、今後作成する

予定のある施設も１割程度でしかない。

外国人観光客を受入れるにあたって、最低限

の準備として、受入れの多い国の母国語での

「案内表示」、「パンフレット」、「宿泊約款」は

必要であろう。

実施済み 予定あり 予定なし

案
内
表
示

①英語 ４７．８ ９．１ ４３．１
②中国語（繁体字） ５．４ ７．５ ８７．１
③中国語（簡体字） ６．５ ８．１ ８５．４
④韓国語 ９．７ ９．１ ８１．２
⑤その他 ０．５ １．１ ９８．４

パ
ン
フ
レ
ッ
ト

①英語 ３４．９ １０．２ ５４．９
②中国語（繁体字） １０．２ ９．７ ８０．１
③中国語（簡体字） ８．１ ９．１ ８２．８
④韓国語 １８．３ ９．１ ７２．６
⑤その他 ０．５ ０．０ ９９．５

料
理
メ
ニ
ュ
ー

の
表
示

①英語 ２４．７ ９．７ ６５．６
②中国語（繁体字） １．６ ７．０ ９１．４
③中国語（簡体字） ２．７ ６．５ ９０．８
④韓国語 ２．２ ６．５ ９１．３
⑤その他 ０．０ ０．５ ９９．５

外
国
Ｔ
Ｖ
の

放
映

①英語 ９．７ ３．８ ８６．５
②中国語 ４．３ ３．８ ９１．９
③韓国語 ４．８ ３．８ ９１．４
④その他 ０．０ ０．０ １００．０

宿
泊
約
款

①英語 ６４．５ ３．２ ３２．２
②中国語（繁体字） ２．７ ７．０ ９０．３
③中国語（簡体字） １．６ ７．０ ９１．４
④韓国語 ３．８ ７．０ ８９．２
⑤その他 ５．９ ０．０ ９４．１

図表５ 客単価の違い

図表８ 外国人向けの設備・サービス （単位：％）
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レポート
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いる ５７．０％

いない ４３．０％

計 １００．０％

英語 ５１．６％

中国語 １６．７％

韓国語 ９．１％

その他 ０．５％

図表９ 外国語での会話ができる社員等
言語別内訳
（複数回答）

●外国語のできる社員等～英語は約半数

外国語での会話ができる社員等が「いる」施設が過半数を超え５７．０％、「いない」施設が

４３．０％であった。

言語別では、「英語」のできる社員等がいる施設がほぼ半数の５１．６％である。一方、「中国語」

（１６．７％）と「韓国語」（９．１％）のできる社員等のいる施設は少ない。

●外国語のできる社員等の内訳～外国人社員の採用も一考

外国語のできる社員等を「外国人社員」、「外国人

研修生」、「日本人」に分けてみると、英語は日本人

の割合が非常に高く、外国人社員と外国人研修生の

割合は少ない。一方、中国語と韓国語は外国人社員

と外国人研修生の方が日本人よりも多い。

●外国語のできる社員のレベル

～中級レベルが多い

外国語のできる日本人社員の外国語のレベルは、

中級者（日常会話程度）が最も多いが、上級者（通

訳レベル）の割合も比較的高い。

●外国語のできる社員等の採用時期～近年、中国語・韓国語を重視

外国語での会話ができる社員等の採用時期は、

英語では５０．０％が「平成１０年以前」とかなり前か

ら採用していた。中国語及び韓国語は観光客数が

伸びてきた「平成１７～１８年」に半数の施設が採用

している。

外国人社員 外国人研修生 日本人
英 語 １１．０ ２．４ ９７．６
中国語 ４０．０ ５３．３ ３０．０
韓国語 ４３．８ ３７．５ ３１．３

初級者 中級者 上級者

英 語 ５３．４ ６７．０ ２５．２

中国語 １８．２ ５０．０ ３１．８

韓国語 ２５．０ ６２．５ １２．５

英語 中国語 韓国語

～平成１０年 ５０．０ １２．９ ２３．５

平成１１年～平成１２年 ９．４ ３．２ ０．０

平成１３年～平成１４年 １１．５ ３．２ ０．０

平成１５年～平成１６年 １１．５ １２．９ １１．８

平成１７年～平成１８年 １４．６ ５１．６ ５２．９

平成１９年～ ３．１ １６．１ １１．８

計 １００．０ １００．０ １００．０

図表１０ 外国語のできる社員等の内訳 （単位：％）

図表１１ 外国語のできる日本人社員のレベル
（単位：％）

図表１２ 外国語のできる社員等の採用時期
（単位：％）
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施設数 ％

外国語 ３１ ７７．５

接遇 ２１ ５２．５

その他 ０ ０．０

施設数 ％

施設内で実施 １５ ８．１

施設外の研修に参加 ２５ １３．４

実施していない １４６ ７８．５

計 １８６ １００．０

図表１３ 外国人観光客に対応するための研修 研修内容（複数回答）

�
�
�

内訳

●研修～研修の実施が不十分

外国人観光客に対応するための研修について、実施している施設は２１．５％（４０施設）であっ

た。そのうち「自社施設内で実施」しているのは８．１％（１５施設）、「自社施設外の研修に参加」

しているのは１３．４％（２５施設）と外部の研修に参加している割合の方が高い。

また、研修内容は、「外国語」が約８割、「接遇」が約５割であった。

●外国人宿泊客からのクレーム～言葉の問題

外国人宿泊客からのクレーム（複数回答）は、

「母国語が通じない」、「母国語の表示の館内案内板

が少ない」など言葉に対するクレームが多い。

旅行代金を既に出発地にて支払っていることが多

いためか、料金・値段に関するクレームは少ない。

●今後、特に積極的に受入れたい国

～アジア諸国が人気

現在、外国人観光客を受入れている施設に対して今

後、特に積極的に受入れたい国があるか聞いたとこ

ろ、「韓国」をあげる施設が最も多かったが、「中国

（本土）」、「台湾」、「香港」とはあまり差は無い。

母国語が通じない １７．２

母国語の表示の案内板が少ない １２．４

母国のＴＶが入らない ９．１

宿泊料金が高い ２．７

食事料金が高い ０．５

土産品の値段が高い ０．５

その他 ３．２

なし ６８．３

韓国 ２９．９

中国（本土） ２６．９

台湾 ２６．９

香港 ２４．０

オーストラリア １７．４

その他 １０．２

図表１４ 外国人宿泊客からのクレーム（複数回答）
（単位：％）

図表１５ 特に積極的に受入れたい国（複数回答）
（単位：％）
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レポート

― ２０ ―

資 料

【最近の外国人来道者数の動向】

Ｈ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
台湾 ５２，８００ ９３，７００ １２０，９００ １０９，７００ １１９，４５０ １３３，２００ １１９，７５０ ２０８，６００ ２７６，８００ ２６７，９００
韓国 １６，５００ １０，８００ １７，８００ １９，９００ ２７，８５０ ４１，９００ ６１，２００ ６３，８５０ ７０，０５０ １３３，８５０
香港 １１，５００ １５，２００ ２０，８００ ２９，４００ ４５，９００ ５５，４５０ ５６，６００ ８２，７５０ ８６，５００ ８６，０５０
シンガポール １，４００ １，４５０ １，２００ １，４００ １，５５０ ２，２５０ ４，０００ ６，０００ １１，８００ １８，９５０
中国（本土） ２，２００ １，９００ ２，１００ ２，４００ ３，９００ ５，２００ ５，８００ １２，０５０ １５，６５０ １７，３５０

小計 ８４，４００ １２３，０５０ １６２，８００ １６２，８００ １９８，６５０ ２３８，０００ ２４７，３５０ ３７３，２５０ ４６０，８００ ５２４，１００

オーストラリア ３，３００ ２，６００ ２，９００ ３，７００ １，５５０ ２，２３０ ７，５５０ １４，６５０ １８，９００ ２２，９５０
その他 ３３，２００ ４４，６５０ ３８，２００ ４０，１００ ３５，９００ ３９，１２０ ３８，８８０ ３９，１５０ ３３，９５０ ４３，６００

合計 １２０，９００ １７０，３００ ２０３，９００ ２０６，６００ ２３６，１００ ２７９，３５０ ２９３，７８０ ４２７，０５０ ５１３，６５０ ５９０，６５０

（単位：人）

注）オーストラリアのＨ９～１１はオセアニアの来道者数。
資料：北海道

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／０１４～０２０　レポート  2007.11.20 14.12.10  Page 20 



１．外国人受入れの工夫、問題点、提言

●受入れ態勢

・シティホテル（札幌市）

外国人は添乗員が同行するグループ旅行

がメインなので特に問題はない。

・ビジネスホテル（札幌市）

外国人客は当日に連絡もなく、キャンセ

ルすることが多いので、仲介をする機関

があると良い。

・温泉ホテル（道東）

国はビジット・ジャパン・キャンペーン

政策で海外からの旅行者を積極的に受け

入れていこうとしているが、当社を含め

言葉の問題やサービスなどの受入れ態勢

ができていない。

※ビジット・ジャパン・キャンペーン

２００３年において５２１万人の訪日外国人旅

行者を２０１０年までに１，０００万人に増やす

ことを目標とした国の政策。

・旅館（道北）

地元では、外国人客の入り込みは始まっ

たばかりで受入れ側の準備が出来ていな

い。単なる観光客の１人に過ぎない感が

あり、公的機関の接遇に関する特別なガ

イドライン（指針、方針）もない。

●集客

・シティホテル（札幌市）

北海道の観光資源の価値が必ずしも宿泊

料金に反映されていない。安易に安売り

をせず適正な料金設定を心掛けるべきだ

と思う。

・ビジネスホテル（札幌市）

当ホテルは会員制度をとっており、また

エージェント契約がない為、思うように

は外国人客の集客が図れてない。今後あ

らゆる施策を講じて集客力を高めていき

たい。

・温泉ホテル（道北）

日本人客の需要が落ち込む、１１～４月に

もっと受入れを増やしたい。

・旅館（道央）

外国人ツアー客の受入れはしておらず、

全て個人客である。

・旅館（道南）

部屋数が少ないので外国人団体客は極力

避けて営業したい。日本人の客層が高齢

なので大浴場等のパブリック部分を考え

ると積極的にはなれない。

・旅館（道央）

日本人宿泊客とのバランスを考慮しなが

ら、平日の稼働率を上げる為にも外国人

客の受入は必要である。

●言葉

・シティホテル（札幌市）

外国語ができる、できないに関わらず通

常業務（チェックイン、チェックアウ

ト）に関しては、全員が英語で対応でき

る様、努めている。

・ビジネスホテル（札幌市）

観光のインフォメーション等について、

英語での対応を強化したい。受入れはエ

ージェントを通しての予約が望ましい。

・ビジネスホテル（道央）

日常会話ができる人材が道内に少なすぎ

る。民間レベルでの国際交流が必要でホ

ームステイや留学など若者が積極的に外

国文化に触れる機会が必要と感じる。

レポート

〈 企業の生の声〉

― ２１ ―
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・ビジネスホテル（札幌市）

パンフレットを英語、韓国語で用意して

いる。

・リゾートホテル（道央）

外国語に対応できるスタッフを確保した

い。案内表記等の設備が整えば、積極的

に受入れたい。

・旅館（道南）

コンベンション協会や旅館組合が作成し

たパンフレット等をロビーに置いている。

・その他（道南）

街中に英語表記が少ない。会話でのコミ

ュニケーションが難しければ簡単なガイ

ダンス、説明等を予め紙に書いて用意す

ることも一つの方法だと思う。

・その他（道南）

客室内に英語のメッセージカードを色々

な所においている。

外国人客に必要最低限の地域の情報を伝

えるようにしている。

●外国人向けサービス

・シティホテル（札幌市）

団体の割合が高いが、今後は個人での予

約、宿泊が増えてくる。接客サービスを

向上させないとホテルの評価が下がる。

・ビジネスホテル（札幌市）

外国人が宿泊する部屋に、折り鶴を置い

ている。

・温泉ホテル（道南）

冬には玄関廻りの除雪作業を一緒に行い、

記念写真を撮っている。また、台湾にな

い果物（特にりんご）を食事に出す。

・ペンション（道央）

設備でホテルに劣るロッヂ・ペンション

はホスピタリティという利点もあること

を意識し、これを活かすことが重要なポ

イントである。

●習慣の相違

・シティホテル（札幌市）

日本人との習慣の違いを理解した上での

受入れが必要である。

・リゾートホテル（道北）

インターネット使用環境の整備、禁煙ル

ームの設置を進めている。

当日不泊（no-show）のケースが多い。

キャンセルチャージを支払うようにして

欲しい。

・温泉ホテル（道東）

外国人宿泊者の部屋には、事前に大浴場

の使い方の案内文を入れている。タオル

を湯船に入れるなど、習慣の違いなどに

よる問題がある。

●その他

・ビジネスホテル（道東）

外国人客はインターネットでの予約のた

め、外国の電話番号しか記入がないので

連絡がとれない。

・旅館（道央）

外国人観光客を全て受入れるのではな

く、ある程度バランス（人数・金額）を

保ちながら運営している。

・旅館（道東）

年に３～５組の外国人客はいる。駅案内

所等でホテルより旅館を希望する外国人

客である。設備などから積極的に受入れ

ることは考えていない。

・旅館（道東）

スーツケースが大きいので、荷物を運ぶ

のが大変である。

レポート
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２．外国人宿泊客からのクレームについて

●言葉

・シティホテル（道央）

細かい部分での意思疎通の悪さ（言葉の

違い、生活習慣の違いによる）。

・ビジネスホテル（札幌市）

言葉が通じないので、会話をあきらめて

しまう外国人客が大半である。

・ペンション（道央）

バス・タクシーを含む交通機関に英語の

表示がないこと。

・その他（道南）

北海道には英語が話せる人が他の都府県

に比べると少ない。

●設備

・シティホテル（道北）

部屋が狭い。ベッドが狭い（クイーンサ

イズでないとダメ）。

・シティホテル（札幌市）

タバコの臭いが気になり、禁煙の部屋に

してほしいと言ってくる。

・温泉ホテル（道北）

部屋から海外通話ができない。

●その他

・シティホテル（道央）

市内の店の閉店時間が早い。

・旅館（道央）

外国の旅行会社は部屋タイプに関して説

明不足である。

・温泉ホテル（道東）

連泊者から「自国の食べ物がほしい」と

言われる。

遠慮、控え目などからかトラブルは少ない。

３．今後、積極的に受入れたい国につ
いての理由、意見

●各国共通

・シティホテル（道北）

近年、北海道の観光が全体的に落ち込ん

でいるが、外国人は冬季にも観光客とし

て見込める。

・ビジネスホテル（札幌市）

各国版のホームページを制作し、もっと

海外へのアピールを図っていきたい。

・ビジネスホテル（札幌市）

外国における北海道人気の高まりから、

低単価の料金を打出すことにより定期的

なツアーの設定が可能となる。

・リゾートホテル（道東）

人口の減少により日本人宿泊客が少なく

なるので外国人客を増やしたい。

・温泉ホテル（道南）

国内宿泊客の落ち込み対策として必要で

ある。

・温泉ホテル（道東）

今後、安いツアー客ではなく、富裕層向

けグループ旅行や個人旅行が増えていく

と期待できるので、そのような外国人客

を受入れていきたい。

・旅館（道央）

長期滞在が目立つ為、リピーターとして

受入れる工夫をすることにより、安定し

た集客を見込める。

・旅館（道央）

ほどほどの料金にて平日の稼働率を上げ

る為にも、外国人観光客の受入れは必要

不可欠である。

レポート

― ２３ ―
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●韓国

・リゾートホテル（道東）

ゴルフ人気の高い韓国から、北海道の自

然を活かして集客したい。

●中国（本土）

・シティホテル（道北）

経済的に伸びている国なので日本への旅

行者の増加が見込める。

・リゾートホテル（道東）

北京オリンピック後に観光客が増加する

ことが考えられる。

・リゾートホテル（道北）

旅行需要が大きく見込める。

・温泉ホテル（道北）

経済発展に伴う消費意欲増大に期待して

いる。

・旅館（道央）

中国～北海道間の航空輸送能力の拡大と

高額所得者層の観光客を期待している。

●台湾

・シティホテル（札幌市）

以前から台湾の旅行会社とつながりがあ

るので、これからも多く受入れたい。

●オーストラリア

・シティホテル（札幌市）

オーストラリアからのネット予約が増加

している。今後も期待できる。

・ビジネスホテル（道北）

スキーシーズンの豪州客を誘致したい。

●シンガポール

・リゾートホテル（道北）

シンガポール人は、自然への興味、関心

が高いので、北海道は良いターゲットに

なるはず。物価等を考えて、日本のホテ

ルの値段設定を受入れるだけの経済力が

ある。英語が通じるし、マナーも良い。

・温泉ホテル（道北）

経済的発展により、日本への旅行需要が

見込める。

●ロシア

・シティホテル（道北）

北海道～サハリン定期航路の年間就航と

稚内からサハリンへの定期航空路の実現

を期待している。また、ニセコに来る外

国人を宗谷へ誘客したい。

●その他

・シティホテル（道北）

オーストラリア・韓国については冬場

（閑散期）のスキー客を受入れたい。

中国本土は市場が大きい。

・温泉ホテル（道東）

タイ（バンコク）の旅行業者は北海道へ

の期待（雪・氷・自然）、興味が強いよ

うに思う。タイはもちろんシンガポー

ル、香港、広州等にセールスしたい。

・旅館（道北）

【アジア】慣習が我国と類似していると

ころが受入れ易い。

・ペンション（道央）

冬は豪州中心に満室状態だが、今後は韓

国・中国のスキーブームを取り込む必要

がある。夏は豪州からの誘客は難しいの

で東南アジアを中心に考える。

レポート

― ２４ ―
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年７～９月 ９２．１ ２．４ １０６．６ ５．６ ９３．０ １．５ １０９．９ ５．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４～６月 ９２．９ △０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △１．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７～９月 p９２．７ ０．１ p１１０．１ ２．７ p９２．３ △１．２ p１１４．２ ３．３ p８９．６ △２．７ p９７．０ ２．５

１８年 ９月 ９０．９ △０．２ １０６．７ ５．１ ９１．６ △１．０ １０９．３ ４．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０月 ９２．６ ３．８ １０８．３ ７．５ ９２．８ ２．５ １１０．８ ５．９ ９２．４ ２．０ ９５．８ ３．４
１１月 ９２．４ ２．０ １０８．７ ５．２ ９３．６ １．９ １１２．２ ５．６ ９２．２ １．４ ９６．９ ２．９
１２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △１．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７月 ９２．０ △１．２ １０８．１ ３．２ ９１．２ △２．８ １１１．３ ３．１ ８６．３ △６．２ ９５．８ ２．４
８月 r ９２．２ ０．６ r１１１．９ ４．４ r ９２．１ △０．５ r１１６．７ ４．９ r ８６．７ △６．０ r ９６．０ ２．１
９月 p９３．８ １．０ p１１０．３ ０．８ p９３．７ △０．２ p１１４．５ ２．１ p８９．６ △２．７ p９７．０ ２．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１３０ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，５９３ △１．０

１８年７～９月 ２３７，３０７ △１．０ ５１，４６１ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 ２３８，４６２ △１．２ ５１，４５０ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８４５ △０．１ １５９，２５７ △０．３ ３０，６０４ △０．７
４～６月 ２３３，９８６ △１．４ ５１，３０５ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，８９８ △１．０ ３１，１７３ △１．６
７～９月 p２３０，０１０ △２．９ p ５１，２１３ △２．１ p ７３，６８５ △４．２ p １９，６７８ △２．３ p１５６，３２５ △２．３ p ３１，５３６ △１．９

１８年 ９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９５１ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６９ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８５ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２８ △１．４
１１月 ８０，２０６ △２．９ １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ ７，５９９ △０．３ ５２，９００ △２．０ １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９
２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 ７８，２３６ △３．３ １６，９０６ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，６４１ △１．９ １０，３０８ △２．０
５月 ７７，５６０ △１．７ １７，０４０ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，４２８ △１．３ １０，４６７ △０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８ △１．９
７月 ７９，７９６ △５．０ １８，６１１ △３．８ ２７，０４６ △６．８ ７，９０６ △４．４ ５２，７５０ △４．０ １０，７０５ △３．４
８月 r ７６，６７５ △０．６ r １６，６９４ △０．１ r ２２，５３８ △１．５ r ５，７４４ １．１ r ５４，１３８ △０．２ r １０，９５０ △０．８
９月 p ７３，５３８ △３．０ p １５，９０７ △２．０ p ２４，１０１ △３．７ p ６，０２８ △２．７ p ４９，４３７ △２．７ p ９，８７９ △１．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６

１８年 ９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９

１８年 ９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５０ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４

１８年 ９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １，０９６ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４１ △７．０

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．５５ １．０６ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５９ １．０６ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６

１８年 ９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６０ １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．５８ １．０７ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５９ １．０７ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．６０ １．０６ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５７ １．０５ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／０２５～０２８　主要経済指標（北洋用）  2007.11.19 19.03.0



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年７～９月 ８０，７５１ ２５．８ １９２，８９６ １５．６ ３１４，１４０ ２３．３ １７２，３９９ １６．７
１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８

１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９８ ４．１ １７２，８４３ ６．６
４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ １３．１ ２９６，５９７ △１４．８ １７９，５７４ ９．９
７～９月 p１０３，２２８ ２７．８ p２１３，６２０ １０．７ p３２０，４９６ ２．０ p１８３，３１１ ６．３

１８年 ９月 ２６，２５３ ２１．９ ６８，２８４ １５．２ １１１，９４９ １５．１ ５８，２１７ １６．９
１０月 ３８，３５０ ３５．６ ６５，９７５ １１．６ １０２，５２０ ７．５ ５９，８４１ １７．５
１１月 ２４，３７０ △１２．８ ６６，２９６ １２．１ １０６，８７７ ２７．７ ５７，２１７ ７．６
１２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ ６７，２２４ △３９．５ ６０，６３９ １０．８
７月 ３０，４１１ １５．２ ７０，６３４ １１．８ r ９７，０４６ ８．８ r ６４，０２２ １７．１
８月 r ３０，１２８ ７．２ r ７０，２８３ １４．５ r １０８，２１６ △４．２ p ６２，９２９ ５．８
９月 p ４２，６８９ ６２．６ p ７２，７０４ ６．５ p１１５，２３４ ２．９ p ５６，３２５ △３．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７

１８年 ９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０月 １２２，９０３ ０．９ ５，２１４，５９７ ０．６ ８７，５３４ ２．８ ３，９２９，５６０ １．５
１１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３７／本文／０２５～０２８　主要経済指標（北洋用）  2007.11.19 19.03.0
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